


環境パフォーマンス指標の算定基準

２０１０年４月１日～２０１１年３月３１日

（株）東芝および連結対象のグループ会社

　　国内 ： 200社

　　海外 ： 298社

環境パフォーマンス指標 算定方法

燃料使用に伴う
CO2排出量

環境省 「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver 2.4)」を基に算定
http://www.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/manual/index.html

＜日本＞
電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」にて公表の毎年度の「使用端CO2排出原単

位(kg-CO2/kWh)」

1990年度：0.417、2000年度：0.376、2006年度：0.410、2007年度：0.453、2008年度：0.372、2009年
度：0.351、2010年度：0.350

＜日本以外＞
GHGプロトコル(*)により提供される係数（2006年度以降は各国ごとの2006年度の数値を採用）
(*)世界資源研究所(WRI)と世界経済人会議(WBCSD)が発表した、企業が排出する温室効果ガス
を算定する国際基準

＜日本＞
CO2排出量／（名目生産高÷企業物価指数(*)）

(*)日本銀行発表の2010年4月～2011年3月の企業物価指数(電気・電子機器部門)の平均値をも
とに、1990年を基準として調整した企業物価指数

＜日本以外＞
CO2排出量／名目生産高

CO2以外の

温室効果ガス
気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第２次評価報告書による地球温暖化係数を使用して算
定

製品輸送にともなう
CO2排出量

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」で定義されている燃料法、燃費法、改良トンキロ法を
基に算定

製品輸送にともなう
CO2排出量原単位

CO2排出量／（名目生産高÷企業物価指数(*)）

(*)日本銀行発表の2010年4月～2011年3月の企業物価指数(電気・電子機器部門)の平均値を基
に、1990年を基準として調整した企業物価指数

廃棄物総発生量 産業廃棄物、一般廃棄物、有価物、社内中間処理減量化分の総量

最終処分量 直接最終処分、中間処理後最終処分の総量

リサイクル量 事業所外に搬出した循環資源のうち再使用、再生利用、熱回収したものの総量

水受け入れ量 事業活動のために受け入れた総水量（市水、工水、地下水、雨水）

対象化学物質
「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律(PRTR法)」の
特定第１種・第１種、VOC、その他

排出量 大気、水域への排出量

取扱量 工場ごとの月間取扱量が1kg以上の物質の取扱量の総量

SOx排出量
大気汚染防止法で規制されるばい煙発生施設より大気に排出される硫黄酸化物をすべてSO2と

して算定

NOx排出量
大気汚染防止法で規制されるばい煙発生施設より大気に排出される窒素酸化物をすべてNO2と

して算定

全窒素汚濁負荷量 全窒素濃度×公共用水域への排水量

COD汚濁負荷量 COD濃度×公共用水域への排水量

対象期間

対象範囲

資源の
有効活用

化学物質管理

大気・水環境
負荷物質
の管理

電力購入に伴う
CO2排出係数

CO2排出量原単位

地球温暖化
防止



環境パフォーマンス指標 算定方法

再商品化率
日本の「家電リサイクル法」で定義されているリサイクル率を示す
＊再商品化率＝無償または有償で譲渡できる重量／再商品化用で回収された製品重量

日本の回収実績 家電リサイクル法及び資源有効利用促進法に基づく回収及び自主取り組みによる回収

欧州の回収実績
欧州各国の回収システムごとの回収重量×当該システムにおける当社重量ベース市場投入シェ
ア×0.65（WEEE指令 - 付属書ⅠAのカテゴリ３及び４で満足すべきリサイクル率）

米国の回収実績 州法に基づく回収及び自主取り組みによる回収

ｱｼﾞｱ・オセアニアの
回収実績

自主取り組みによる回収

平均ファクター 各製品ファクターの売上高相乗平均

製品・サービス
の価値

製品スペックを重み付け統合化。重み付けは、ユーザーの要求と製品スペック（品質特性）から成
るＱＦＤマトリクスを作成して導出。

環境影響 ＬＣＡツール（Ｅａｓｙ－ＬＣＡ他）から算出した環境負荷量×物質別評価係数（ＬＩＭＥ）

＊名目生産高と平均ファクターは検証範囲外

製品の
環境効率

製品
リサイクル




